
別紙（10－3）

【達成目標１】
・　授業料への支援である就学支援金については、低所得世帯への加算の拡充を図ること及び公私間格差の是正を図ることの必要性がある。また、授業料以外の費用負担の軽減を図る必要が
ある。

【達成目標２】
・　東日本大震災で被災した幼児児童生徒には長期的な就学支援が必要であるため、今後の支援の在り方について、復興基本方針や自治体の要望等を踏まえ、検討。
・　被災地の具体的なニーズも踏まえつつ、被災により経済的困難を抱えた子供を対象とした就学支援等や、学習支援や心のケアのための特別な指導を実施するための教職員定数の加配措置
を引き続き行う。
【達成目標３】
・　外国人の児童生徒に対する教育支援体制の整備については、引き続き「日本語能力の測定方法」を活用した外国人児童生徒一人一人に対するきめ細かな支援や日本語指導担当教員等のた
めの研修マニュアルによる教員の資質向上が望まれ、その成果を全国の教育現場に還元していくことが重要である。
・　さらに、日本語指導が必要な児童生徒数が少ない地域に対しては、帰国・外国人児童生徒教育担当指導主事等連絡協議会のを実施を通じし、「公立学校における帰国・外国人児童に対す
るきめ細かな支援事業」の成果等や、各地域の取組を知ったり、意見交流を行う行ったりすることにより、特に日本語指導が必要な児童生徒数が少ない地域における取組の充実に向けた関係
者の意識の向上や受入体制の整備を図ることが必要である。
【達成目標４】
・　東南アジアなどを中心に、在留邦人は年々増加しており、それに伴って、在外教育施設で学ぶ日本人児童生徒も増加傾向にある。これらの児童生徒に対して、今後も引き続き、国内に近
い教育を提供する必要性が益々高まっているとともに、在外教育施設の特性から、当該施設で学んだ児童生徒が帰国後にグローバル人材として活躍することが期待されている。これらの観点
から、今後は、在外教育施設に派遣する教員の確保を一層充実する必要がある。

評価方式 実績 番号 13

補 正 予 算 （ 千 円 ）

352,900

ほか復興庁一括計上分＜0＞

政策評価結果の概算要求
への反映状況

25年度

ほか復興庁一括計上分＜0＞

430,370,616

予
算
の
状
況

執行額（千円）

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）

政策評価調書（個別票１）

ほか復興庁一括計上分＜0＞

△ 1,283,591

408,919,394

政策名 教育機会の確保のための支援づくり

政策目標の達成度合い 相当程度進展あり
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 文部科学本省

● 2
東日本大震
災復興特別

復興庁

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

の内数 の内数

の内数 の内数

合計
412,240,892 420,411,857

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

の内数 の内数

の内数 の内数

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計

の内数 の内数

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計

対応表に
おいて●
となって
いるもの

初等中等教育等振興費 教育機会の確保に必要な経費 408,919,394 411,269,555

教育・科学技術等復興政策費 教育機会の確保に必要な経費 3,321,498 9,142,302

小計
412,240,892 420,411,857

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

政策名 教育機会の確保のための支援づくり 13

予　算　科　目 予算額 政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計整理番号 項 事項
26年度

当初予算額
27年度

概算要求額
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 13
（千円）

26年度
当初
予算額

27年度
概算要求額

増減

合計

政策評価調書（個別票3）

政策名 教育機会の確保のための支援づくり

事務事業名 整理番号

予算額

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額) 政策評価結果の概算要求への反映内容


